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山口　修平
神奈川県自転車商協同組合　事務局　係長

組合の新たな挑戦
―自転車防犯登録のデジタル化の軌跡―

特賞作品

　神奈川県内には、1,100店（組合員を含む）を超える自転車防犯登
録所があります。その自転車防犯登録業務の管理を行っているのは神
奈川県自転車防犯協会（以下、協会）であり、県公安委員会から防犯
登録業務の指定を受けています。さらに、協会は神奈川県自転車商協
同組合（以下、組合）へ防犯登録業務の委託を行っており表裏一体の
関係にあります。自転車防犯登録の方法としては、各登録所で防犯登
録カードに手書きして投函する方式を採用しています。しかし、この
方式では登録業務に時間を費やし、運営管理を行う組合側も日々膨大
な作業に追われています。そのため、業務の仕組みを抜本的に見直し、
ITを駆使した自動化を進め、業務の効率化を図るようこれまで取り組
んできました。ここでは、組合支援者の立場である中央会で3年間、そ
して自転車組合の職員として4年間取り組んだ、計７年にわたる組合の
デジタル化についてご紹介します。

要　旨
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防犯登録デジタル化の課題を解決したいとの想いから提案しました。この事
業は、現在行っている事業の見直しや新規事業を行おうとしている組合に対
し、様々な分野の専門家や指導コンサルタントを派遣し、事業計画（ビジョン）
を策定支援する事業です。組合の今後について思案していた事務局の要望と
新事業が合致し、早速当該事業を利用して進めようということになりました。

　中小企業等ビジョン計画策定事業を利用したことでＩＴや情報処理に長け
た専門家を招聘することができました。また正副理事長と事務局、中央会を
含めた共同プロジェクトを発足し、委員会を設立することが出来ました。か
つて組合と中央会で連携した共同プロジェクトを行った例がないため、組合
担当として事業の全体説明や整理、進捗状況の振り返りなどの際は分かりや
すくなるように図式化することを意識して資料を作成しました。
　事業の整理としてはじめに、デジタル化を行うデータ範囲の切り分けを行
い、「誰を対象としたデジタル化」にするのかを１つの基準として定めました。
登録所も多様性があるため様々な考え方がありましたが、委員会メンバーを
中心に登録に必要な情報を洗い出して、どのような項目がシステムで対応で
きるかなどを検討しました。また防犯登録事業に関わるコストの計算、事務
局から防犯登録所に行う発送業務など事業全体の課題整理を行いました。そ
の課題整理のなかで最も重要となったのが、実際に店舗に足を運んでのヒア
リングです。組合員店舗を訪問し、どのような作業に時間がかかるのか、ど
のようなことが登録作業においてネックとなっているのかを１つ１つ確認し
ました。作業の効率化を目指し、ビジョンの策定に７ヶ月を要しました。残
念ながら予定期間内に完了することができませんでしたが、継続して組合の
事業として取り組むことが決定しました。さらに事業として本格的にシステ
ムを作り上げていくために補助金を活用し、より詳細に開発を行っていく方
針が決まりました。
　補助金として活用したのが、平成30年度中小企業活路開拓調査・実現化事
業（組合等情報ネットワークシステム等開発事業）でした。これまで組合と
して大きな補助金を活用したことがなく、私自身も中央会職員として支援し

　この事業を開始したきっかけは、組合事務局が自転車の防犯登録について
デジタル化の構想を抱いている最中、神奈川県中小企業団体中央会（以下、
中央会）が組合支援を行ったことにありました。具体的な登録方法は、各登
録所で前述のとおり登録カードに手書きし投函、データ処理したのち県警察
のシステムに登録されます。投函から登録されるまでに約2週間～４週間の期
間を要していました。その期間中に登録依頼者が盗難被害に遭うと警察のデー
タベースに反映されていない状況となるため、登録カード控えを持っていな
いと、盗難品の調査が遅れるなど多大な迷惑をかけてしまうことになります。
防犯登録が速やかに行われるためには、登録所の早急な処理が鍵を握ってい
ますが、登録所によって投函期間にばらつきがあり、登録される期間までの
タイムラグが生じていました。また変更・抹消作業などをする際には既に登
録されている内容を転記する必要があるため、ときには転記ミスが発生し、
業務が煩雑となることがありました。
　当時、私は中央会の職員として組合の担当をしており、平成29年度に新設
された組合支援事業「中小企業等ビジョン計画策定事業」を活用し、組合の

事業開始のきっかけ01

プロジェクトの発足と補助金活用02

（図１　自転車防犯登録システム・フローチャート）
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てきたなかで、本事業の活用は未経験だったこともありましたが、プロジェ
クトを実現化するためにも採択されることが重要だと感じていました。申請
書の作成や採択に至るまで、連日に亘り専門家や組合事務局と連携を図り、
修正を重ねました。多いときは週２回のペースで打合せを行いながら取り組
みました。補助金採択のための面談なども経験し、今までにない緊張をしな
がら受け答えしたことは今でも忘れません。その後、無事採択されることと
なり、専門家を中心に開発を行う企業を選定し、システム開発検討事業が開
始されました。

　開発企業が選定されたことにより、企業より具体的な提案をもらえること
になりました。当初は登録所全店、老若を問わず使えるシステム開発を目指
すこと、手書きの良さを残しつつ、少しでも早く登録情報をデータベースに
反映できるよう取り組みました。その結果、専用端末としてボールペンと紙
を使った手書き内容がリアルタイムでデータ変換される方式を検討しました。
この方式は病院のカルテなどに用いられている技術を応用したものです。
　専用端末（バインダータイプ）に現行の登録用紙（A4サイズ）をはさみ、
その専用端末をパソコンに繋ぎデータを送信する方式です。実際に組合員店
舗を視察して使い勝手についてヒアリング調査を行いました。そこで読み取
りの認識率に大きな問題があることがわかりました。特に癖字に関しては文
字の変換率が低く、当時は多く見積もっても90％前後であるということが分

かりました。病院の業務とは違い、登録所では様々な方が記入する可能性が
あるので、認識率を考えると、場合によっては、その都度誤字修正入力を行
う作業の手間が増えてしまうため、デジタル化の本来の意義が遠のくという
結論にいたりました。そのため、これまで検討してきた専用端末を使用した
手書きのデジタル化案は見送りとなりました。
　　　　　

　手書き方式のデジタル化を断念し、これまで見送りとしていたタブレット
を使用したシステム化を改めて検討することになりました。また、全ての登
録所をデジタル化するのではなく、デジタル化の対応を出来るところから行っ
ていく方式に方向転換することにしました。
　デジタル化としての事業をもう一度見直し検証すること、専門家を新たに
選定すること、改めてシステム開発を含めた企業選定と補助金の活用など組
合として取り組む内容が多く、とても当時の事務局体制だけでは対応仕切れ

手書きをデジタル化することへの難しさ03

大きな決断とデジタル化への再挑戦04

（専用端末の使用具合の視察とヒアリング） （文字の状況の確認）
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ない状況となっていました。組合の担当として何とか状況を打開するために
IT専門家が所属する協会へ連絡し、事業概要の説明を行いました。その後、
推薦された専門家の候補者を選定し、理事長と事務局長の面談を経て決めま
した。また事務局が業務過多にならないよう議事録や補助金の報告書などの
資料については連携しながら作成しました。しかし、この事業を達成するた
めには根本的に事務局体制を強化する必要がありました。組合と協議をした
結果、初期の構想段階から関わり、事業達成に向けて熱い想いがないと到底
務めることが出来ないという要望がありました。そこで是非、私に事務局へ
来てくれないかというお誘いを受けました。中央会職員としての今後や組合
のことについて考えた末、全国初となる事業を達成させたいという強い気持
ちから、組合に転職する決意を固めました。事務局体制も整い、デジタル化
への再挑戦として取り組み始めました。
　取り組み始めた時期がコロナ禍だったこともあり、Web会議を中心に会議
を行いました。専門家を中心にプロジェクト憲章を作成し、システム開発の
ためのRFP（提案依頼書）や企業選定のための評価表、費用試算表などを整
備し、改めて全国中小企業団体中央会の課題対応型支援事業（補助金）を活
用しました。前回の内容を踏まえ、企業選定を含め、より詳細な会議を何度
も行い、県警察とも連携して、防犯登録システム化についての意見交換を行
いました。登録所に対し、アンケート調査を行いシステム化に参加する見通
しがあるのか調査しました。また県内で登録件数の上位5社へ積極的に訪問
し、構想案を説明し、協力依頼をしました。

（企業選定評価表）

（プロジェクトの目的と目標）
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　補助金の採択を受け、企業選定も無事に終えて、県警察とも連携を取りな
がら事業は問題なく進むかに思えたのですが、大きな壁に直面することとな
りました。
１. 防犯登録システム化によるデータ連携
　システム開発を進めた時期にデジタル庁が開設されたこともあり、警察庁
としても全国の防犯登録情報を一元管理する動きがありました。県警察との
連携やデータ処理の観点から今回システム化した情報を直接、警察庁管理の
データベースへの転送について検討が行われました。しかし、警察庁管理シ
ステムへ直接接続することがセキュリティの都合上、不可能であること、警
察庁が示す全国統一の登録項目が確立していないことから、県警察より開発
について一旦中断して欲しいという要望がありました。
２. 再開
　このままでは、いつ開発が出来るのか先行きが見えなかったため、県警察
に対しシステムの必要性を熱く要望し、結果として県警察主導のもと警察庁
の方に来訪していただくことができました。警察庁に対しても当システムに
ついてのプレゼンに出席していただき、高評価を得て事業再開の目処が立ち
ました。そして、いくつかの要望や改善について、前向きな議論ができ、一
気に事業を進めることができました。　　　　

（最終的に決定したデータ連携概要図）

３. データ連携によるセキュリティ対策
　開発中止の大きな問題を解決した後に、県警察、組合（協会）、開発企業の
3者で打合せを行い、開発におけるセキュリティ対策などについて様々な意見
交換をしました。このプロジェクトには県警察の情報管理課の方にも参加い
ただき、セキュリティの観点から今後デジタル化をしていくうえで高度な基
準をクリアしていかなければならないことがわかりました。
　この解決策としてクラウドを使用すること、国内サーバーやタブレットの
機種を選定し現状のセキュリティ強化に努めることで解消することが出来ま
した。

　大きな課題を解消したあとは、多いときは週に1回のペースで開発企業と会
議を行いながら要件定義を確定させました。それから画面遷移、デザインの
検討、防犯登録、変更・抹消画面の機能についての打合せを行いました。開
発を行う項目は当初予定していた内容より増えていき、開発自体も一次開発
と二次開発で分けて行わなければならないほど細かな開発となりました。そ
の間も組合員店舗の登録所へ説明会を開きながら意見交換を行い、システム
に反映できるように取り組みました。説明会では資料の作成や主となる説明

開発中止の危機！？05

開発と運用に向けて06
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を任せてもらい、これまでの経験も活かしながら分かりやすく丁寧な説明を
心掛けました。開発は改修などを含めて2年かかりました。
　システムの開発が完了し、今年に入りテストも無事終了し、いよいよ本番
に向けて運用開始することが決まりました。関係機関との調整もあったため
令和6年8月26日にシステムが動き始めました。今年度は、約60店舗を対象に
スモールスタートしております。運用にあたっては相談窓口としてコールセ
ンターなどを設置し、事務局業務が過多にならないよう対策を行いました。

１. 事業化と体制作り
　組合および協会の合同事業として取組めたこと、専門家、県警察、中央会
を含めた委員会を設立し、時間をかけ、焦らずに多角的な意見交換を行った
こと、目的・目標を持って一体となり取り組めたことは、事業を進めるにあ
たり、とても有意義なことでした。
２. 組合としての目標設定
　今回のシステム化を行う際に、費用削減を最大の目標としていたわけでは
なく、登録を依頼するお客様と作業を行う登録所の利便性を主体に開発する
ことで、より使用者の要望に沿ったシステムを作ることが出来たのではない
かと思います。時間は要しましたが、ヒアリングやアンケート調査、スモー
ルスタートを行うことでより詳細な情報を引き出すことができました。
３. 関係機関との連携
　組合、協会としてシステムに関わる県警察や中央会との連携については、
事務局内でも上手く担当を分け、連携を図ることが出来たと思います。私自

身が中央会から転職した後も防犯登録のことやシステムの状況について中央
会担当者へ引き継ぎ、連携できる体制が整っていたため、スムーズに委員会
や事業を行えることが出来たと感じています。
　組合として以前より中央会との連携も増え、お互いに良い関係を築くこと
ができていると思います。これまでは意識をしていませんでしたが、組合事
務局は組合員から様々な相談を受け対応を行います。しかし組合事務局自体
は孤独なことも多く、なかなか相談する相手がいません。中央会と良い関係
が築けたからこそ、当組合はよく相談をしています。話を聞いてもらうこと、
様々な意見をもらうことで新しい気づきにも繋がっています。

　組合支援を行った時から7年の歳月が経ちました。支援当初は、ここまでか
かるとは到底思っていませんでした。色々な課題に直面し、進行途中に計画
自体の中止を検討する段階まで追い込まれた時期もありました。しかし、事
務局を含め委員会が一丸となって取り組み、一つずつ解決することができま
した。同じ事務局職員の方々には、多くの業務をフォローしてもらい、この
事業に専念することが出来ました。本当にありがとうございました。
　自分自身としては、不退転の決意をもって中央会を退職してまでも実現し
たかったプロジェクトです。支援をする立場から運営する側にまわり、全体
の状況をみながら事業に関わることができたのは私自身にとって、とても大
きな成長となりました。運営側に回ることで支援時には見えてこなかった連
携の大切さや難しさ、事業を継続させ成功させるという重大なミッションに
道筋をつけることができました。
　現在、全国自転車防犯協会連合会の会議に出席し、これまでの取り組みと
システムについて発表を行い一定の評価をいただきました。今後は、規模を
拡大して防犯登録システムを普及していく必要があると考えています。
　今回の「自転車防犯登録のデジタル化」は、組合発だからこそ、協力体制
の構築ができたのだと思います。業界の最適化を研究する組合員がメンバー
となり課題解決にむけて取り組むことができたからです。組合員の方々にとっ
て、「失敗を恐れずに新たなことに挑む」きっかけづくりになったのではない

（開発企業との打合せの様子） （組合員に対する講習会）

なぜここまで取り組むことができたのか07

取り組みの成果08
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でしょうか。私自身も支援や運営を通して組合事業を大きく動かすことがで
きたことは本当に良かったと思います。
　開発したシステムが組合活動に好影響となることを期待し、今後も組合が
活性化され、飛躍できるよう一丸となって新たな挑戦を目指し取り組んでま
いります。

（全国自転車防犯協会連合会の説明の様子）
 


